金銭消費貸借契約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　甲と乙は、次の通り金銭消費貸借契約を締結した。

　

第１条　　甲は乙に対し、平成●年●月●日、●●の受講費用として、金〇〇万円を貸付け、乙はこれを受領した。

第２条　　乙は、●●の受講後、満５年以下の期間において離職する場合には、下表に基づき、甲より貸与された受講費用を返還しなければならない。

　　
	受講後の継続勤務期間

	免除の割合

	満１年以下
	0%


	満１年超２年以下
	20%


	満２年超３年以下
	50%


	満３年超５年以下
	80%


	満５年超
	100%



２　　乙が、受講後満５年を超えて継続勤務した後退職する場合には、貸与金の返還を全額免除する。　

３　　乙の退職が、死亡あるいは傷病のために長期間にわたって勤務が不可能となったことによるものである場合には、貸与金の全部の返還を免除する。
第３条　　その他詳細は、別紙「貸付金に関する誓約書」に従うものとする。
　

　上記の金銭消費貸借契約を証するため、本契約書２通を作成し、各当事者署名押印のうえ、各１通を所持する。
　　　平成〇〇年〇〇月〇〇日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸主（甲）　大阪市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社
代表取締役　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　借主（乙）　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　㊞
貸付金に関する誓約書
株式会社
代表取締役　　　　　　　殿
私は平成〇〇年〇〇月〇〇日付け、「金銭消費貸借契約書」（以下単に「契約書」という）に基づき、以下の通り誓約します。
１．受講後満５年を超過せず離職することとなった場合は、離職が決定した日または離職日のいずれか早い日より３日以内に、「契約書」第２条の通り、受講費用を返済します。
２．離職以外の事由においても、次の場合には、直ちに債務の支払いを請求されても異議はありません。
①　他の債務につき仮差押、仮処分又は強制執行を受けたとき。

②　公租公課の滞納処分を受けたとき。

③　他の債務につき破産の宣告を受けたとき。
④　就業規則の懲戒（諭旨解雇）事由に該当したとき
３．「契約書」及び本誓約書により、退職の自由が妨げられるものではないことを確認します。
４．「契約書」に基づく受講が、業務の一環または業務命令でないことを確認します。
５．「契約書」及び本誓約書の内容を、第三者に口外いたしません。
平成　　年　　月　　日
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
